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植民地行政と人事政策一比較研究とその試論
一台湾における文官試験の統計分析を例として
蔡 慧 玉*
中央研究院台湾史研究所
1.は しが き
戦前の台湾と朝鮮における帝国政府の官僚人事に係る統計資料の分析を踏まえ、その官
僚体制と植民地行政について論 じる。初めに、 日本帝国の植民地行政に係る三つの言説一
近代化、社会動員及び統治方式一を紹介し、後に文官試験に係る統計分析を行なう。筆者
は、本稿において述べたもののほかに、地方行政の比較研究を行なっているが、紙幅の制
約 もあ り、本稿では地方行政の比較研究を割愛した。
筆者が行 った文官試験の統計分析は、帝国全域の高等文官(高 文)行 政科試験 と台湾の
普通文官試験を組み合わせた ものである。すなわち、高等文官行政科試験については、戦
前の日本の高文行政科試験合格者を対象 として、秦郁彦編纂の統計資料に基づ き、両植民
地へ派遣された高等官を分析 した。台湾総督府の普通文官試験については、総督府府報で
毎年公示された合格者の名簿を用い、日本人植民地官僚の出身地、官僚数の日台民族比、
配属機関の動向を考察 した。
2.「 近 代化」、 「社会動 員」 及 び 「統 治方式 」
(1)専 断支配 と近代化 陳以徳1
台湾 と朝鮮は、戦前 日本の植民地 の中で最 も重要な植民地であった。戦後60年 を経た
今日、両地に住む人々の対 日感情についての見方が極めて対照的で、かつ定型化されてい
る。すなわち、「近代化」を中心的な価値 として、一方において、朝鮮支配の圧制的な面を
強調するものと、他方において台湾支配の建設的側面を肯定するものである。
この分野において戦後世代で最も名前を知 られた学者 として、台湾と朝鮮の比較研究の
*中 央 研 究 院(台 北
,台 湾)台 湾 史 研 究 所 副 研 究 員 。 当 原 稿 の 日 本 語 へ の 翻 訳 は 私 自 身 が 行 な っ た
が 、 翻 訳 に 当 っ て 、 秋 本 宏 樹 氏 の 助 力 を い た だ き 、 深 く感 謝 し ま す 。
1EdwardI-teChen,"JapaneseColonialisminKoreaandFormosa:AComparisonofItsEffectsUpon
theDevelopmentofNationalism."Ph.D.dissertation,UniversityofPennsylvania;1968;"Japanese
ColonialisminKoreaandFormosa:aComparisonoftheSystemsofPoliticalControl,"inHarvardJournal
ofAsiaticStudies30(1970):126-58;"Japan:OppressororModernizer?AComparisonoftheEffectsof
ColonialControlinKoreaandFormosa,"inKoreaUnderJapaneseColonialRule:StudiesofthePolicyand
TechniquesofJapaneseColonialism([Kalamazoo,Michigan]:TheCenterforKoreanStudies,Instituteof
InternationalandAreaStudies,1973),ed.AndrewC.Nahm,pp.251-260.
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先駆をなした陳以徳を挙げることができる。陳氏は、総督の持つ広範な権力が二つの植民地
に共通 した特徴であると考え、植民地政権による高圧的な統制を強調する比較研究を始め
た。総督府による専断統治は、植民地に住む人々の生活全般に影響を与えるものであ り、
両地における近代化の程度により、植民統治のあ り方を判断し得ると主張した。
陳以徳は、植民地台湾においては、その国際的地位も、また差別も、朝鮮のそれには及
ばなかった と論じている。確かに、 日本の台湾支配は半世紀にも及んだが、後述するよう
に、行政科を含む高等文官試験の合格者はわずか32名 であった こと、普通文官試験でも台
湾の合格者は全体の15%に 過ぎなかったことなどを考えると、帝国内における台湾の位置
づけが、朝鮮 と比較すると相対的に低い ものであった ことは歴然 としている。陳氏の研究
は、総督府の専断統治 と民族差別に関する様々な学説の中でも代表的なものであ り、 日本
植民地史比較研究の現状を最もよく反映 したものと言えよう。
もう一つの注 目すべ き例 として、金漢教(Han-kyoKim)の 研究が挙げられる。2植民地行
政の運営に関する情報は、植民地研究を行なっている研究者にとって一つの有力な道具で
ある。 日韓併合の際、朝鮮総督府は、朝鮮人の試験合格者を植民地政府の官公職に任用す
る政策を公に宣言 した ものの、昭和18年(1943)ま で、朝鮮総督府の高等官 として任官
した朝鮮人の数は僅か653人(全 体の12%)に 過 ぎなかった。一方、行政府の下層の官公
職においては、朝鮮人の数が遥かに多数であった。金は、朝鮮における文化の変革を 目指
した 日本の政策が失敗 した原因の一つが、民族差別の全面的制度化であったと主張し、 日
本統治の遺産が 「日本化」ではなく、「近代化」であったとしている。
筆者は、陳金両氏の研究を比較し、金は陳 と微妙に異なる文脈に沿って考えを巡らせた
ことに気付いた。すなわち、金は主に植民地朝鮮の立場から、分化 と社会の改造、 とりわ
け支配者の動機か ら考察したが、陳は植民地台湾を主体 とし、戦後の台湾国民政府 と比較
して、植民地政権の具体的な成果を肯定 しているとい うことである。 しかし、両者には共
通点がないわけではない。それは、両者 とも植民地における日本の近代化に向けた役割を
考慮に入れているとい う点である。
(2)同 化政策 と社会動員 董元模3
朝鮮における日本の植民地政策を同化 と動員の視点から考察 した学者は英語圏では少な
いが、董元模(WonmoDong)は その数少ない学者 の一人である。董は、総督府による専
断統治の潜在的な制約を考慮 しなけれぽならない という認識に基づいて、主に同化政策 と
社会動員を考察 している。彼の研究は、先に述べた陳以徳 とはやや異なる視角を持って植
民地朝鮮における帝国 日本の統治を考察 し直 した ものである。
2Han-kyoKim,andKimChongIkEugene,KoreaandthePoliticsoflmperialism,1876-1910(Berkeley:
UniversityofCaliforniaPress,1967);"TheJapaneseColonialAdministrationinKorea:AnOverview,"in
Koreaこ/nder.ノ 吻フaneseColonial・Rule(1973),PP.41-53.
3WonmoDong,"JapaneseColonialPolicyandPracticesinKorea,1905-1945:AS加dyinAssimilation"
(Ph.D.dissertation,GeorgetownUniversity,WashingtonD.C.,1965);"AssimilationandSocial
MobilizationinKorea,"inNahm,ed.,KoreaUnderJapaneseColonialRule(1973),pp.146-182.
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董は、政治学上の理論に基づき、同化 と社会動員に係る二つの仮説を検証している。第
一の仮説は、同化の度合いが政治統合 の度合い と正比例する、換言すれば、同化 の度合い
が高 くなれぽ、政治統合の度合いが高 くなり、政治分化の度合いが低 くなる。第二の仮説
は、第一の仮説 と同一の文脈に沿って、社会動員 の度合いと政治統合の程度が反比例す る
とい うものである。董は、検証に基づいて、同化 に関する第一の仮説は成立す るが、社会
動員に関す る第二の仮説は成立 しないと結論 した。
董の研究は、比較政治学おける近代化及び政治変遷の理論に基づき、 とりわけKarlW
Deutschに より分析がなされた政治統合の影響を評価 している。Deutschは 、民族国家を対
象 とした理論モデルを作 り分析を行っている。彼は、「同化」 と 「分化」の概念を用いて、
民族、言語、文化が多様な社会において動員 とい う政策を採用すると、政治統合の面か ら
見て、かえって社会が分化すると主張 した。4
ここで、董が定義した 「同化」 と 「政治」 とい う概念が、KarlDeutschの 用語より狹い
ものであることに注意する必要がある。Deutschの 言 う 「同化」は、主に民族国家をその
範疇 とし、植民帝国に限定 していない。董は、「政治」を政府部門と同義語と見做:し、さら
に 「同化」を 「異質的な文化、言語 と民族団体或いは社会共同体が、単一の領土に混融さ
れる過程、その領土における民族団体を、或いは地域的な忠誠を、超越 してい くこと」と
定義 している。そこで彼は、狭い意味での 「政治」、すなわち日本政府の人事政策が問題 と
なると主張 した。
董は、植民地朝鮮において、政治的離反の要因が社会に潜伏するとい う現象が生じたと
考えた。朝鮮人が中等以上の学校を卒業すると、就学 と就職の道が甚だしく制約 されてい
た。また、朝鮮の才能のある若者が1920年 代以降速やかに増大 した ものの、朝鮮総督府に
よる新人任用政策が差別的なものであったため、朝鮮人が任用されることが困難であ り、
彼 らの間に不満が潜伏した。そ うした状況に対する総督府の調整及び対応の能力が乏 しい
ものであったと結論した。
統計数字を示すと、1920年 から1940年 まで、朝鮮人1,000人 当りの任用者数は58.3人
から61.7人 まで増加 した。任用者数の変動は、理論的に言 うと、同化過程における一つの
重要な指標とも見做すことができる。 この過程は、KarlDeutschの 言葉を用いれば、「報酬
の平衡」(rewardbalance)と 言える。 しか しながら、植民地朝鮮の例を見 ると、任用者数は
重要な指標となっていない。董の洞察は、 日本の植民地統治に係る比較研究の基礎 となる
ものであると言えよう。
(3)「満州国の模式」一山室信一5
日本の植民地統治に関す る比較研究の中で、山室信一が指導 したいわゆる 「次官、次長
支配に よる満州国」のモデルは代表的なものである。「次官、次長支配」制度が日露戦争
4KarlW.Deutsch,NationalismandSocialCommunication(Cambridge:TheM.1.T.Press,1953).
5山 室 信 一、 「植 民 帝 国 ・日本 の 構 成 と満 州 国:統 治 樣 式 の遷 移 と統 治 人 材 の周 流 」,inピ ー ター ・
ド ウス(PeterDuus)&小 林 英 夫(編),『 帝 国 とい う幻 想:「 大 東 亜 共 栄 圏」 の思 想 と現 実 』(東 京:
青 木 書 店 、1998)、155-202頁 。
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(1904-1905)直 後に統監が置かれた時期(1905-1910)の 韓国で始められ、「日韓併合」
(1910)の 際に朝鮮総督府により確立された。1932年 に満州国が建国された際、この制度
をやや手直しして、中国の東北で行 ったため、「満州国の模式」 と呼ぶ。太平洋戦争勃発
(1941)後 数年間、 このモデルは、少し異なる形で東南アジア各地の 日本の占領地を含む
「大東亜共栄圏」で展開された。
山室は、「満州国の模式」の発展を、1932年 を境 として 「顧問統治」 と 「次官、次長支配」
の二つの段階に分けている。彼の研究によると、満州国成立前は、 日本人の行政官が不足
していたため、関東軍は顧問(或 いは諮議)を 媒介として、間接的に東北を統治していた。
満州国建国後、この 「顧問統治」の方式は 「次官、次長支配」の方式に変更され、次官が
支配するいわゆる 「総務庁中心主義」の時代 となる。廃止された 「顧問統治」は、戦時の
日本占領地(い わゆる 「非公式」の植民地)の 拡大に極めて重要的な役割を果たした。
ここで注意すべきことは、山室がはっきりと述べていないことである。すなわち、満州
国建国当時(1932)、 帝国内の人材の流れは比較的順調であったが、太平洋戦争(「 大東亜
戦争」)の激化に伴い、資源 と人材が急速に不足してきた ことに加えて、日本の軍政により
統治される地域が拡大し軍政下にある人口が急に増加したため、「次官、次長支配」の統治
方式がうまく機能しなくなった。そのために、遂に 「顧問統治」の方式に戻ったとい う事
実である。つまり、戦争 との関係を考慮に入れる必要がある。統治方式 とい う視点からみ
れば、再び 「植民者による支配」に戻った と言える。
以上、三つの論説を簡単に紹介した。これらの論説に対する私の見解は、結論において、
戦争 と 「現代性」 との関連において論 じる。
3.帝 国 にお け る人事 の流 れ一 統計 分析 に基 づ いて
植民地台湾の行政官僚は殆 どすべてが日本内地の出身者であり、明治以来の人事制度を
踏襲 しつつ、官位 ・官階、昇進、給与、福利厚生、服務規則などを一つ一つ制度化 してい
く必要があった。文官の任用には、主に二つの道筋、すなわち高等文官試験 と普通文官試
験がある。高等官は帝国の幹部であ り、高等文官の人事は帝国とい う枠組で分析す る必要
がある。一方、普通文官試験は、合格者の任用が地方政府の職権であ り、台湾の場合は権
限が台湾総督府に置かれていた。高等文官行政科試験及び台湾総督府の普通文官試験を例
として、日本の植民地官僚 の人事 と組織を分析 しつつ、台湾と朝鮮の差異を見る。
(1)高 等行政科一 秦郁彦著r戦 前期日本官僚制の制度、組織、人事』に基づいて
戦前 日本の文官制度は20世 紀初めに制度化 されて以降、官庁間の異動は通常行われな
かったが、外地及び占領地は例外であった。つまり、植民地官僚の流動性は内地に比べよ
り大きいものであった。山室は、日本が植民地官僚の養成機関を設立せず、植民地のため
の特別の官僚制度を作 らなかったため、帝国における人材の植民地への派遣に係る制度を
よく究明する必要があると指摘している。6
6山 室 信 一 、 「植 民 帝 国 ・日本 の構 成 と満 州 国 」、198頁 。
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戦前 日本の高等文官試験(高 文)は 行政科、外交科及び司法科の3科 があったが、2科
ない し3科 の試験にパスした者は少なくなかった。秦郁彦の研究によると、高文試験合格
者数は合計10,240人 に達したが、その うち行政科試験合格者数は9,565人 に達 した。普通
文官試験 と同様、高等文官試験は資格試験であったため、官吏に就職することは保証され
なかった。そのため、就職率は景気や戦争(1915、1929、1942-43)等 により変動 してい
る。明治初期の官僚は薩摩及び長州の両藩を中心する下級武士の出身者であるが、高等文
官試験の制度が確立した後,彼 らは次第に高等文官試験合格者に取って替わられた。高等
文官試験は、1893年(明 治26年)に 公布された 「文官任用令」及び 「文官試験規則」に
基づいて、翌1894年 に開始された。戦時期最後の2年 間(1944-1945)は 中断され、戦後
1946年 に再び試験が実施されたが、翌1947年 に廃止された。1947年4,月、1948年2,月 及
び6,月 に3回 詮衡が実施され、「二級事務官吏」の身分が授与された。1949年 、高等文官
試験制度が国家公務員試験制度に改制されて今日に至っている。7
1918年(大 正7年)以 前は、官報の合格者名簿には県別 と族籍 も掲載されていたため、
彼らの出身地の分析が可能である。秦氏の集計によると、試験は都市部(大 阪府を除 く)
と大府県の出身者に有利であった。行政科を例にとると、合格者は 「薩長土肥」(鹿 児島、
山口、高知、佐賀)の 出身者が多かった。出生年を見ると、藩閥県出身者、とりわけ1871
年までに生まれた者が優勢を占めていた。8試験合格後5年 内の就職先を見ると、内務省が
最も多 く、大蔵省、遞信省、鉄道省 と続いている。秦氏は、その多 くは地方出先機関を持
ち、現業官庁の色彩が濃いため、各省庁の人事政策にまで影響を及ぼした と判断される。
人気度を考えれば(外 務省を除 く)、昭和10年 代前後(日 中戦争前夜)を 境 として、その
前は内務省、大蔵省、その後は逆転して、商工省が台頭 し始めた。9
日本の大きな省庁にとって、高等文官試験が毎年幹部候補生を採用する主要なチャンネ
ルであったが、その合格者の殆どが帝大法経学部の新卒であった。既任官者の高文試験合
格者或いは他の省庁から転入した者は、主に準幹部候補生 として追加任用となった。10戦前
には本省庁の職位は今 日より少なかったため、局長とい うランキングは平均五つないし六
つしかなかった。一般の高等官は3等1級 になると、次は勅任官となるが、実際、勅任官
になることは難しく、生涯、所謂 「3丁目1番 地」と言われた地位に甘んじた。11
出身校を分析すると、東大が圧倒的であった(62.4%)が 、その うち法学部の出身者が
95%に 達 した。秦郁彦の統計によれば、合格者数は1906年(明 治39年)ま では平均48
人、1917年(大 正6年)に130人 、その後は概ね200人 台(ピ ークは1928年 の336人)
を上下 した。戦時期に入ると、合格者数は急増 した(特 に、1942年 の411人 と1943年 の
7秦 郁 彦 、 戦 前 期 官 僚 制 研 究 会 編、r戦 前 期 日本 官 僚 制 の 制度 、組 織 、 人 事 』(東 京:東 京 大 学 出 版
会 、1981)、9-10頁 。
8秦 郁 彦、 『官僚 の 研 究』、10-!2頁 。
9秦 郁 彦 、 『官僚 の 研 究』、22-23頁 。
10秦 郁 彦 、 『官僚 の研 究』、12頁 。
11秦 郁 彦 、 『官僚 の研 究』、24頁 。
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547人)。 一方、東大出身者の合格率はこの傾向と反比例 している。!2戦争末期に合格者数
が急増したが、戦死や失踪した者が増えたため、代 りに、植民地朝鮮や台湾で合格者を増
加させたと秦氏は示唆している。13
戦争直後(1946年 ～47年)の データを除 くと、戦前期行政科の合格者数は、8,876人 に
達 した(戦 争のため1943年 から2年 間試験中止)。 そのうち二つの植民地へ派遣 された者
が1,000人(台 湾386人 、朝鮮614)で あり、全体の11.2%を 占めた。r5年 内に台湾へ派
遣された」者は、「台湾関係者」の70%近 くに達 している。朝鮮では、台湾に比べてやや
高 く、76%で あった。 ここで 「関係者」 とは、筆者 自身の定義によるものであり、「高等文
官試験行政科合格者の うち、台湾あるいは朝鮮に係わった経験をもつ者」を指す。
台湾或いは朝鮮へ 「5年内に派遣された」者については、秦郁彦による 「入省先」と 「配
属先」とい う二つの統計データがある。「入省先」とは、原則として、高等文官 「試験合格
後5年 以内の就職先官庁」 と定義 されている。また、「配属先」が 「就職時の官職 と配属部
局名を就職年」 とともに示されている。14このように分類す ると、以下のような様相が浮か
び上がって くる。すなわち、「5年以内に外地に派遣」 された者の数は、台湾 ・朝鮮の両方
ともほぼ同じく、「関係者」の約3分 の2と なっていた。官僚にとって、外地の派遣先官庁
は、主に高等文官行政科試験に合格 した後数年間をそ こで過 ごすため、官僚生活における
生涯の一つの重要な段階 となっていた。これらの事実は、帝国の植民官僚の派遣が、一定
の政策 と固定的モデルに基づいて行なわれていたことを示唆 してお り、制度自体を分析す
ることが必要である。
さらに、高等官で派遣 された者の数をみると、絶対数では朝鮮へ派遣された者は台湾と比
べて多かったことが分かる。しか し、両地の人口比或いは面積比を考慮すると、逆に台湾
の方が相対的に多い。派遣の ピークを見ると、台湾では1942年 、朝鮮では1938年 であっ
た。つまり、台湾に比べ、朝鮮では戦争のために動員された者が多かったと考えられる。
また、三つの周期があることが明らかとなる。すなわち、1920年 代の行政再編、1929年
から始まった大恐慌、1930年 に始まった 「15年戦争」、とりわけ太平洋戦争の三つの周期
である。
5年 内に台湾へ派遣 された高等文官行政科試験合格者の入省先をみると、総数313人 の う
ち299人 が台湾総督府で全体の95%を 超え、その他台湾銀行11人 、台湾電力2人、台北
帝大1人 となっている。 これは、後述するように、台湾に比べると、朝鮮では直接派遣者
の派遣先機関がより多様であることを示唆 している(但 し、人事の流動性が大きいことを
示 しているわけではない)。 「朝鮮関係者」については、朝鮮各地が578人 で多数を占め、
内地では内務部(74人)が 最 も多 く、大蔵(34人)、 逓信(19人)と 続 く。朝鮮における
日本人の高等官が主に行政と技術の知識を持つ人材であった ことが分かる。また、関東 と
満州における経験が、高等試験合格者にとって、朝鮮に派遣された条件の一つであったこ
12秦 郁 彦 、 『官 僚 の研 究 』、16頁 。
13秦 郁 彦 、 『官 僚 の 研 究』、22頁 。
14秦 郁 彦 、 『戦 前 期 日本 官僚 制 の 制 度 、 組 織、 人事 』,凡 例:viii。
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とに注目すべきであろう。内地から朝鮮へ転出した日本人高等文官行政科試験合格者数を
5年 内転出元機関別に見ると、配属機i関別と同様に、内務(19人)と 大蔵(15人)が 、そ
れぞれ1位 、2位 を占めている。これは、朝鮮総督府がこの二つの官庁を重視 した こと、
日本の中央政府がこれ らの官庁を植民地統治の中心としていたことを反映していると考え
られる。
図1に 、日本、朝鮮、台湾の高等行政科試験合格者数を示す。高等行政官の数は日韓併
合、第一次世界大戦、大正デモクラシー、満州国建国、及び太平洋戦争のそれぞれの時期
により異なっているが、戦争の影響は注目すべ きで、 とりわけ太平洋戦争の影響は際立 っ
ている。 また、 日韓併合 と満州国建国は、台湾 より朝鮮の方に深い影響を与えた と考えら
れ る。
(2)植 民地台湾の普通文官試験一r台 湾総督府府報』に基づいて
台湾においては、1899年(明 治32年)に 最初の普通文官試験が実施されたが、1945年
に廃止 され るまで,46回 試験が実施された。普通文官試験に関する研究は、これまで一件
しかないと見 られる。それは蔡志文の修士論文であり、未刊であるが、丁寧に史料を蒐集
した良い研究である。
台湾における普通文官試験の受験者数は、帝国日本における文官俸給制度の改変(1910、
1920)と 世界経済の動向(1914、1929)に 左右された。蔡氏の研究により、職業別の長
期的趨勢を見れぽ、受験者は主に巡査、看守、訓導 とい う判任の待遇官や雇員など低階吏
員(民 法等に基づいた雇用関係)で あり、なかでも最も多いのは巡査であった。これは帝
国 日本の中でも際立った特色である。要す るに、台湾の普通文官試験は、少な くとも前期
(1920年 まで)に おいて、行政官庁 の基層に置かれた在職者にとって、官吏へ昇任する最
も重要な道であった。尤も、多 くの台湾人の受験者は公学校(台 湾人の児童を対象する初
図1高 等行政科試験合格派遣者数の分析=台 湾VS.朝 鮮
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級学校。一方、日本人の学校は小学校 と言 う)の 訓導や地方官庁の雇員であり、15その割合
は前期には75%に 達していた。16合格率は、全期を通じて平均13.3%で あったが、台湾人
の合格者がおよそ7分 の1を 占めた。試験合格者は判任官の資格を持ったが、必ず判任官
に任用 され るとい うことではなかった。1905-1941の 期間を例にとれぽ、台湾人の合格者
が271人 、判任官になった者が71人 、そのうち一般行政職は34人 しかいなかったが、詮
衡によって奏任官に昇格 した者はいなかった。17
蔡志文は、1899年 から1942年 の間に、台湾総督府が新たに任用 した判任官の毎年の人
数を集計 し、普通文官試験で任用された人数 と比較 したが、後者は5%に すぎなかったた
め、普通文官試験は総督府にとって判任官任用の主要な政策ではなかったとい う結論に達
した。18蔡氏は、管理面から見ると、総督府が長期に亙 り合格率を20%以 下に制限する人
事政策を行なった と主張 した。19その政策が行なわれたことで、台湾人の合格者が官僚制度
外へ流出し始めた。彼らの出世の方途は、概ね二つあった。すなわち、 日本へ留学するこ
と及び実業界に入ることである。中には、台湾民族運動の主要な リーダーになる者 も数人
いた。蔡氏は、判任文官の任用権限及び普通文官試験制度の側面から見れぽ、台湾総督府
の中央集権的な統治機構をよく理解できると結論 した。20
府報のデータを見ると、日本統治の末期までの普通文官試験合格者数は少なくとも2,628
人であった と推定される。1899年 、1900年 、1902年 及び!926年 の各年のデータはこれ
までのところ府報の中に見つけることができなかった。蔡志文の論文によると、全期を通
じて普通文官試験の合格者数は2,628人 で、その内訳は、1899年106人 、1900年70人 、
1902年109人 、1926年39人 であった。この四つの数字を筆者が算出した2,369人 に加え
ると、2,693人 となる。両者の食い違いが65人 で、筆者が算出した数の方が多いが、蔡志
文は1944年 の56人 を加えなかった と推測 される。1944年 に多 くの台湾人合格者が改姓
名したため、 日本人の合格者数が何人であったか判断が困難であるが、依然9人 の差があ
る。
本節では、上記4年 の分析を割愛 し、後 日行な うこととするが、結論には大差がない と
考えられ る。筆者が行なった分析では、合格者の うち 日本人が2,005人(85%)、 台湾人
が364人(15%)で あるが、蔡志文が集計した 日台人の合格者数 とその全体に占める割合
は、日本人が2,265人(86.2%)、 台湾人が363人(13.8%)で ある。21要するに、日本人の
普通試験の合格率は、全期で見ると、図2に 示す ように、平均およそ85%で あった。これ
は先に述べた ように、台湾総督府の植民地官吏が殆 ど内地から派遣されたとい う見方と一
!5i蔡 志文、「日据時期台湾r文 官普通考試』之研究」(国 立中興大學厨史學研究所 ・碩士論文 ・1996)、
74-80頁 。
16蔡 志文、「日据時期台湾r文 官普通考試』之研究」、165頁 。
17蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、169頁 。
18蔡 志文、「日据時期台湾r文 官普通考試』之研究」、157頁 。
19蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、107-!09頁 。
20蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、172-173、181頁 。
21蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、109頁 。
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図2普 通文官試験(1901-1944)の 合格者数一 日本人vs.台 湾 人
致 している。詳 し く見 ると、前期(1901-1922)に おいては96%で あ り、最初の数年 間に
100%に 達 した。
図3に 示 す よ うに、1901年 から1929年 の期間(資 料上の制約 があ り、出身地 の分析は
1929年 までで、それ以降の分析 は行 ってい ない)、内地 の9地 域及 び台湾 にお ける普通文官
試験合格者数1,438人 であ り、その内訳は、九州592人(41.1%)、 関東161人(11.2%)、
中国154人(10.7%)、 東北123人(8.6%)、 台湾106人(7.4%)で あった。
仮に台湾が 日本の県の一つであった とす ると、台湾における合格者 の数 は ラン クの中位
にあ り、任用者数はか な り多か ったはずであ るが、実際は、 日本の県 ではなかったた めに
その数は少 なか った。 これは、台湾人に とって社会的な昇進 の道 が限 られていた ことを示
してい る。 また、北海道を除いて、近畿、東海、四国、北陸の四つ の地方 におけ る任用者
数がほぼ 同 じで、 それぞれ全体 の5%程 度 であ った。 台湾総督府 が任用政策 において地域
的 な配分を も考慮 していた と考 えられ る。 日本 内地 の府県 ランキ ングを示す と、九州地方
の6つ の県 が上位10県 の中に入 ってい る。鹿児 島183人 、熊本131人 、福 岡86人 、佐賀
58人 、大分52人 、長 崎40人 とな って い る。 鹿児 島が首位で全体 の8分 の1を 占めてお
り、九州 と中国を合せ ると全体 の52%を 占めた。
さ らに、九 州出身者 の出身地 を分析す る と、鹿 児島、熊本、福岡の3県 の出身者は、九
州地方全体 のお よそ3分 の2(68%)と なってい る。 中国地方 出身者 の出身地は九州地方 と
類似 してい る。広 島県 が46人 で中国地方 のお よそ3分 の1(30%)、 山 口県を加 えれば、
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図3普 通文官試験の地域別合格者数 一内地 と台湾(1901-1929)
(出所)「 普通文官試験合格者名簿」「台湾総督府府報」1901-1929。 昭和17年(1942年)3月 第4453
号～昭和20年(1945年)改 称 「台湾総督府官報」
1902年 及び1926年 のデータは利用不可
二つの県を合せて地域の約6割(57%)に なる。九州、四国、北海道及び三つの府を除い
て本州だけを見ると、12の 県で普通試験合格者数が20人 以上であった。そのうち、中国
地方が4県 、すなわち広島、山口、岡山及び島根 となっている。関東出身者の分析では、
東京府(50人)が 全体の3分 の1、 茨城(23人)を 加えると、半分近 くとなる。東北出身
者は、宮城(56人)だ けで4割 半を占め、福島(23人)を 加えると3分 の2近 くになる。
このように、合格者の分布を七つの地方についてみると、一つあるいは二つの府県に集中
していることが明らかとなる。
3府 、沖縄、北海道出身者だけをみると、東京出身:者がおよそ半分(50人)を 占め最も
多 く、沖縄(21人)が それに続 く。東京は帝都であったため無論のことであるが、沖縄
は、日本統治の前期でも北海道(21人)よ りその役割が大きかったことが分かる。要する
に、出身地の分布は、普通文官試験合格者が特定の地域に集中してお り、九州地方が最も
多く全体の4割 を超えている。 これは台湾総督府が下層の文官を任用する際に、人脈も考
慮に入れていた とい うことを示 している。また、普通文官試験名簿は、毎年度台湾総督府
から出された下層文官任用に係る要求を反映していた と考えられる。
任用者の名簿について、次のように整理することができる。すなわち、1910年 代の前半
(1910～1916)に は平均数:が33人 から42人 であ り、その後は65人 程度であった。普通
文官試験の本来の目的は植民地における下層幹部を養成することであったが、員数の増加
が毎年非常に少なかったため、台湾統治のために員外の任用を行なうことも一つの重要な
要因であったと思われる。
台湾人の平均数は全体の約15%で あったが、その変動のタイ ミングには注 目すべきもの
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がある。台湾人の合格者は364人 であったが、半数以上(193名、53%)が 日中戦争の時
期、つま り1938年 から1944年(1945年 には試験が行われ なかった)の 問に及格 した者
であった。戦争末期に台湾人の合格率が急速に上昇した理由は幾つもあったが、総督府の
政策面(俸 給の増加、試験の簡素化など)に おける直接かつ積極的理由があったが、一方
で、台湾人においては、前線に微用される可能性を回避 しようとい う消極的動機も考慮 し
なければならないと蔡志文は推測 した。22
詳 しく見れぽ、合格者数が上昇 したのは、1920年 代、日中戦争とりわけ太平洋戦争の時
期であった。1920年 代では、1922年 に始まった 「日台共学」の政策は重要な要因と考え
られるが、それにも増して日本統治下で育った新 しい台湾人世代が社会に出る時期が到来
した とい う大きな背景があった。
4.結 論
台湾を例にとると、高等文官及び普通文官の任用において、 日本人が多数を占めてい
る。統計は、植民帝国(台 湾、朝鮮、中国占領地区、満州国、東南アジア等)の 拡大とと
もに、帝国内での高等官の異動が活発になったことを示唆しているが、これは山室氏の結
論とほぼ一致している。普通文官の任用においては、植民地の多 くで、転入した日本人の
中から任用が行なわれたと見られる。これは、岡本真希子氏が当国際研究集会で提出した
論点23と 呼応している。
戦前、官吏の道を目指す者にとって、生涯の目標である職位は勅任官(高 等官一等、二
等に相当する官職の次官、局長級)で あると言われる。秦郁彦が指摘 したように、大正末
期以降 合格者が大幅に増えたが、世界経済が大不況に見舞われ、中央官庁が高文合格者
すべてを吸收することが不可能 となったため、合格者は、道府県、大都市部の市役所に職
を求め、或は中等学校の教員や満州国官吏 となった。1937年 の日中戦争勃発後は、とりわ
け経済統制のため、官吏の需要が急増す る一方で、出征のため官吏数が急速に減少したた
め、各省庁は大幅に高文合格者を採用す ることになった。24
一方、国家統制が強化され、行政機構の拡充が行なわれ、昇進が加速して、手当や加俸
などが様 々な名 目で設けられた。言わば、戦時体制が制度化されると同時に、官僚の地位
が強化されることとなった。251940年以降では、戦争のために、植民地行政への要求の増大
とそれへの対応により、官吏任用が歪んだものとなったことを示している。台湾などの植
民地と内地の行政を一元化す るいわゆる 「内外地行政一元化」(1942年)の 政策 と植民地
行政のあ り方との間には著しい関係があると考えられる。これは、注 目すべき分析視点で
あるが、今後の研究に委ね ることとする。
22蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、110頁 。
23岡 本真希子、「朝鮮総督府 ・台湾総督府の高級官僚の異動動態について」、「日本の朝鮮 ・台湾支配
と植民地官僚」国際研究集會、国際日本文化研究センター、京都、2007。
24秦 郁彦、『官僚の研究』、23頁 。
25秦 郁彦、『官僚の研究』、120頁 。
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先に紹介した三つの論説について、筆者の考えを述べる。まず、 日本帝国に関する研究
は 「脱植民地化」の段階にあり、未だ 「ポスト・コロニアル」の段階に入っていない。植
民地統治、 とりわけ戦争動員は、戦後世代に共通な歴史の記憶の形成、言説にも大きな影
響を与えているが、戦前 日本帝国の 「近代化的発展」、植民地政策及び同化理論などの分
析だけでは十分でない。すなわち、植民地の 「現代性」を考慮 しなけれぽならない と考え
る。 このような問題意識に基づいて植民地研究を行なっている学者は、近年、台湾、 とり
わけ韓国で増えてお り、新 しい言説のひとつになってきたと言えよう。1970年 代後半以
降、 ミシェル・フーコー(MichelFoucault)が 「統治性」(governmentality)とい 噺 た嬾 念
を政府権力に関する理論に提供してきた。植民地研究にとって、戦後半世紀の間、「支配 と
抵抗」 とい う言説(discourse)が 主流となってきたが、今や 「統治性」 とい う概念に基づ く
アプローチから刺激を受けていることが明らか となりつつある。
台湾 と朝鮮の植民地政策の比較研究を例にとると、もし「植民地における専断統治の度合
いが台湾 より朝鮮の方が大きかった」 という常識的な見解が成 り立つ とするならば、さら
に分析すべきは、専断統治の 「度合い」ではなく、まさに植民地行政の 「統治性」であろ
う。具体的に言えば、植民地行政のもつ統治技術の分析である。それ とともに、戦後植民
地が直面すべ きものとして、植民地における日本統治の遺産に関する研究も必要となる。
これは、植民地の比較研究を一段 と進めるためには、統治方式を分析するに止まらず、既
存の言説モデルを批判的に検討しなければならない とい うことを意味 している。
要 旨
戦前の台湾 と朝鮮における帝国政府の官僚人事に係る統計資料の解析を踏まえ、その官
僚体制 と植民地行政を分析、論述 します。全体を二つの部分に分け、最初の部分で、 日本
帝国の植民地行政に係る三つの言説一近代化、同化及び動員、 と 「満州国モデル」一を紹
介 し、第二の部分で主に文官試験に係る比較研究を行います。私の原稿は、元々、すでに
述べた二つの部分に地方行政の比較研究を加えた三つの部分から成っていましたが、時間
の制約 もあり、地方行政の比較研究を割愛 しました。
私が行った文官試験の統計分析は、帝国全域の高等文官(高 文)行 政科試験と台湾の普
通試験を組み合わせたものです。高等行政科試験については、戦前の日本の高文行政科試
験及第者を対象 とし、秦郁彦氏が編集された統計資料に基づき、両植民地へ派遣 された高
等官を分析 したものです。台湾総督府が行った普通試験については、総督府府報で毎年公
示される及第者の名簿に基づいて、 日本人植民地官僚の出身地、官僚の日台民族比、着任
機関の動向を考察しました。
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